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参考資料 

１ 

業務報酬基準検討委員会委員 

及び検討経過について 
参考資料１ 検討委員会及び検討経過 

１．建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の

基準（平成 31 年国土交通省告示第 98 号）検討委員会委員 

＜検討委員会の委員（敬称略）＞ 

委員長 大森 文彦 弁護士・東洋大学 名誉教授 

委員  蟹澤 宏剛 芝浦工業大学建築学部建築学科 教授 

金多 隆 京都大学大学院工学研究科建築学専攻 教授 

小泉 雅生 東京都立大学大学院都市環境科学研究科 教授 

清家 剛 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 
 

青木 伸 株式会社日建設計企画計画部門 クライアントリレーショングループ代表補佐 

［公益社団法人 日本建築家協会］ 

一條 典 有限会社構造設計舎 代表取締役 

［一般社団法人 日本建築構造技術者協会］ 

後藤 伸一 ゴウ総合計画株式会社 代表取締役 

［公益社団法人 日本建築士会連合会］ 

佐々木 宏幸 ＡＩＳ総合設計株式会社 代表取締役社長 

［一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会］ 

柴田 淳一郎 株式会社大林組設計本部本部長室 担当部長 

［一般社団法人 日本建設業連合会］ 

高木 俊幸 一般社団法人日本設備設計事務所協会連合会 会長 

［一般社団法人 日本設備設計事務所協会連合会］ 

山下 開 株式会社日建設計 執行役員 品質管理部門 品質管理グループ プリンシパル 

［一般社団法人 建築設備技術者協会］ 

【オブザーバー】 

国土交通省大臣官房官庁営繕部、不動産・建設経済局、住宅局 

【事務局】 

国土交通省住宅局建築指導課、公益財団法人 建築技術教育普及センター 

【コンサルタント】 

   株式会社市浦ハウジング＆プランニング 
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２．業務報酬基準の改正スケジュールについて 
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参考資料 

２ 

設計業務及び工事監理等業務

に係る実態調査について 
 

参考資料２ 設計業務及び工事監理等業務に係る実態調査について 

１．事務所調査の基礎集計について 

 

 事務所調査の基礎集計は以下の通りです。 

①事務所の所在地について 

②事務所の形態（総合事務所※もしくは専門事務所※の別）について 

  ※総合事務所：意匠・構造・設備の全ての設計・工事監理等を業務範囲とする事務所。 

         （意匠・構造・設備の全ての設計・工事監理等業務を受託し、協力事務所とともに業務を進める事務所を含む。） 

※専門事務所：意匠・構造・設備のいずれか 1 つ又は 2つの設計・工事監理等を主たる業務範囲とする事務所。 

 

49
(7.1%)

7
(1.0%)

17
(2.5%)

17
(2.5%)

8
(1.2%)

6
(0.9%)9

(1.3%)

11
(1.6%)

16
(2.3%)11

(1.6%)

10
(1.4%)13

(1.9%)

104
(15.1%)

32
(4.6%)

13
(1.9%)8

(1.2%)

12
(1.7%)8

(1.2%)3
(0.4%)

9
(1.3%)4

(0.6%)

21
(3.0%)

28
(4.1%)

4
(0.6%)

8
(1.2%)4

(0.6%)

46
(6.7%)

15
(2.2%)11

(1.6%)7
(1.0%)

7
(1.0%)4

(0.6%)

4
(0.6%)

18
(2.6%)13

(1.9%)
5

(0.7%)

7
(1.0%)

10
(1.4%)9

(1.3%)

29
(4.2%)

2
(0.3%)

10
(1.4%)

14
(2.0%)

10
(1.4%)9

(1.3%)

18
(2.6%) 10

(1.4%)

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

北
海
道

青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
神
奈
川

新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
大
阪
兵
庫
奈
良
和
歌
山

鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

沖
縄
無
回
答

構
成
比
（
％
）

都道府県名

事務所の所在地（n=690）

339
(49.1%)

総合事務所

351
(50.9%)

専門事務所

事務所の形態（n=690）
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③専門事務所の場合の業務範囲（２つまでを回答）について 

 

④建設業許可の有無について 

 

 

  

236
(67.2%)

107
(30.5%)

66
(18.8%)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

意匠 構造 設備

構
成
比
（％
）

専門事務所の場合の業務範囲（n=351）

95
(13.8%)
受けている

595
(86.2%)

受けていない

建設業許可の有無（n=690）



 

 
 

第
４  

参
考
資
料
２ 

設
計
業
務
及
び
工
事
監
理
等 

業
務
に
係
る
実
態
調
査
に
つ
い
て 

151 

⑤職員数について 

◇総職員数 
 

◇設計・工事監理等部門の総職員数 

 

 

  

264
(38.3%)
1～4人

154
(22.3%)
5～9人

149
(21.6%)

10～29人

32
(4.6%)

30～49人

16
(2.3%)

50～99人

10
(1.4%)

100～199人

65
(9.4%)

200人以上

総職員数（n=690）

317
(45.9%)
1～4人

138
(20.0%)
5～9人

148
(21.4%)

10～29人

23
(3.3%)

30～49人

17
(2.5%)

50～99人

18
(2.6%)

100～199人

29
(4.2%)

200人以上

設計・工事監理等部門の総職員数（n=690）
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⑥設計・工事監理等部門の総職員数と経理率※の関係 

 ※経費率：直接人件費と直接経費・間接経費の合計額に対する直接経費・間接経費の割合 

  

 

  

12
(1.7%)

3
(0.9%)

1
(0.7%)

3
(2.0%)

1
(5.9%)

4
(22.2%)

26
(3.8%)

6
(1.9%)

2
(1.4%)

9
(6.1%)

2
(8.7%)

4
(23.5%)

2
(11.1%)

1
(3.4%)

43
(6.2%)

10
(3.2%)

9
(6.5%)

13
(8.8%)

4
(17.4%)

1
(5.6%)

6
(20.7%)

80
(11.6%)

22
(6.9%)

21
(15.2%)

24
(16.2%)

3
(13.0%)

6
(35.3%)

2
(11.1%)

2
(6.9%)

97
(14.1%)

31
(9.8%)

25
(18.1%)

26
(17.6%)

5
(21.7%)

1
(5.9%)

5
(27.8%)

4
(13.8%)

125
(18.1%)

45
(14.2%)

29
(21.0%)

29
(19.6%)

6
(26.1%)

1
(5.9%)

3
(16.7%)

12
(41.4%)

78
(11.3%)

33
(10.4%)

20
(14.5%)

20
(13.5%)

1
(4.3%)

2
(11.8%)

2
(6.9%)

20
(2.9%)

13
(4.1%)

3
(2.2%)

3
(2.0%)

1
(4.3%)

2
(0.3%)

2
(0.6%)

2
(0.3%)

2
(0.6%)

205
(29.7%)

150
(47.3%)

28
(20.3%)

21
(14.2%)

1
(4.3%)

2
(11.8%)

1
(5.6%)

2
(6.9%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=690)

1～4人
(n=317)

5～9人
(n=138)

10～29人
(n=148)

30～49人
(n=23)

50～99人
(n=17)

100～199人
(n=18)

200人以上
(n=29)

構成比（％）

0～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～100％ 無回答

設計・工事監理等部門の総職員数×経理率（＝直接人件費と直接経費・間接経費の合計額に対する直接経費・間接経費の割合）（n=690）
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⑦直接人件費と直接経費・間接経費の関係 

◇直接人件費の額 

 
 
◇直接経費及び間接経費の合計額 
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２．業務量調査の基礎集計について 

 

 業務量調査の基礎集計は以下の通りです。 
 

① 業務量調査で得られたプロジェクトの類型等について 

  3,464 サンプルのうち、2,521 サンプルが戸建住宅以外の単一類型※の建築物、608 サン

プルが戸建住宅、335 サンプルが複合建築物のサンプルでした。 

  ※単一類型の建築物：１つの建築物の類型に含まれる用途で構成される建築物 

 
◇単一用途の建築物 ※1 

戸建住宅以外 

建築物の類型 

建築物の用途等 

合計 第 1 類 
（標準的なもの） 

第２類 
（複雑な設計等を必要

とするもの） 
その他 

1.物流施設 148 43 0 191 

2.生産施設 157 104 3 264 

3.運動施設 27 9 0 36 

4.業務施設 326 199 7 532 

5.商業施設 107 29 4 140 

6.共同住宅 268 20 3 291 

7.教育施設 193 8 7 208 

8.専門的教育・研究施設 46 47 0 93 

9.宿泊施設 55 19 1 75 

10.医療施設 81 40 0 121 

11.福祉・厚生施設 304 9 5 318 

12.文化・交流・公益施設 118 84 1 203 

16.その他 14 4 31 49 

合計 1,844 615 62 2,521 

戸建住宅 
13.戸建住宅（詳細設計及び

構造計算を必要とするもの） 
247 

14.戸建住宅（詳細設計を必

要とするもの） 
192 

15.その他の戸建住宅 167 

16.その他 2 

合計 608 

 

◇複合用途建築物 ※2 

合計 335 

 

※1 単一類型：業務報酬基準別添二に示す 
「建築物の類型」が単一の建築物。 
「補完施設」は、補完する主たる用途に含まれる 
ものとする。 

※2 複合類型：業務報酬基準別添二に示す 2 以上の 
「建築物の類型」で構成される建築物。 
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② 単一用途の建築物のサンプルについて 

 ◇単一用途の建築物のサンプルの構造の割合 

713
(28.3%)

9
(4.7%)

10
(3.8%)

8
(22.2%)

96
(18.0%)

6
(4.3%)

224
(77.0%)

93
(44.7%)

37
(39.8%)

34
(45.3%)

42
(34.7%)

78
(24.5%)

68
(33.5%)

8
(16.3%)

55
(2.2%)

2
(1.0%)

4
(1.5%)

2
(5.6%)

12
(2.3%)

1
(0.3%)

6
(2.9%)

9
(9.7%)

2
(2.7%)

3
(2.5%)

0
(0.0%)

10
(4.9%)

4
(8.2%)

1252
(49.7%)

154
(80.6%)

239
(90.5%)

18
(50.0%)

340
(63.9%)

100
(71.4%)

27
(9.3%)

56
(26.9%)

37
(39.8%)

32
(42.7%)

55
(45.5%)

118
(37.1%)

62
(30.5%)

14
(28.6%)

357
(14.2%)

6
(3.1%)

5
(1.9%)

2
(5.6%)

55
(10.3%)

30
(21.4%)

37
(12.7%)

33
(15.9%)

2
(2.2%)

3
(4.0%)

18
(14.9%)

107
(33.6%)

40
(19.7%)

19
(38.8%)

144
(5.7%)

20
(10.5%)

6
(2.3%)

6
(16.7%)

29
(5.5%)

4
(2.9%)

2
(0.7%)

20
(9.6%)

8
(8.6%)

4
(5.3%)

3
(2.5%)

15
(4.7%)

23
(11.3%)

4
(8.2%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=2,521)

1.物流施設
(n=191)

2.生産施設
(n=264)

3.運動施設
(n=36)

4.業務施設
(n=532)

5.商業施設
(n=140)

6.共同住宅
(n=291)

7.教育施設
(n=208)

8.専門的教育・研究施設
(n=93)

9.宿泊施設
(n=75)

10.医療施設
(n=121)

11.福祉・厚生施設
(n=318)

12.文化・交流・公益施設
(n=203)

16その他
(n=49)

構成比（％）

RC造 SRC造 S造 木造 その他

構造(施設類型別）（n=2,521）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの階数の割合 

  

603
(23.9%)

69
(36.1%)

90
(34.1%)

13
(36.1%)

91
(17.1%)

49
(35.0%)

18
(6.2%)

36
(17.3%)

11
(11.8%)

2
(2.7%)

19
(15.7%)

94
(29.6%)

83
(40.9%)

28
(57.1%)

755
(29.9%)

47
(24.6%)

115
(43.6%)

12
(33.3%)

185
(34.8%)

49
(35.0%)

39
(13.4%)

58
(27.9%)

15
(16.1%)

7
(9.3%)

28
(23.1%)

131
(41.2%)

55
(27.1%)

14
(28.6%)

785
(31.1%)

70
(36.6%)

55
(20.8%)

11
(30.6%)

142
(26.7%)

35
(25.0%)

112
(38.5%)

105
(50.5%)

45
(48.4%)

18
(24.0%)

49
(40.5%)

81
(25.5%)

56
(27.6%)

6
(12.2%)

237
(9.4%)

5
(2.6%)

4
(1.5%)

75
(14.1%)

5
(3.6%)

55
(18.9%)

8
(3.8%)

15
(16.1%)

27
(36.0%)

22
(18.2%)

11
(3.5%)

9
(4.4%)

1
(2.0%)

137
(5.4%)

39
(7.3%)

2
(1.4%)

64
(22.0%)

1
(0.5%)

7
(7.5%)

20
(26.7%)

3
(2.5%)

1
(0.3%)

4
(0.2%)

3
(1.0%)

1
(1.3%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=2,521)

1.物流施設
(n=191)

2.生産施設
(n=264)

3.運動施設
(n=36)

4.業務施設
(n=532)

5.商業施設
(n=140)

6.共同住宅
(n=291)

7.教育施設
(n=208)

8.専門的教育・研究施設
(n=93)

9.宿泊施設
(n=75)

10.医療施設
(n=121)

11.福祉・厚生施設
(n=318)

12.文化・交流・公益施設
(n=203)

16その他
(n=49)

構成比（％）

1階 2階 3～5階 6～10階 11～30階 31階以上

階数（施設類型別）（n=2,521）
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 ◇建築物の類型１～１２のサンプルの床面積の割合 

 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=2,521)

1.物流施設
(n=191)

2.生産施設
(n=264)

3.運動施設
(n=36)

4.業務施設
(n=532)

5.商業施設
(n=140)

6.共同住宅
(n=291)

7.教育施設
(n=208)

8.専門的教育・研究施設
(n=93)

9.宿泊施設
(n=75)

10.医療施設
(n=121)

11.福祉・厚生施設
(n=318)

12.文化・交流・公益施設
(n=203)

16その他
(n=49)

構成比（％）

299㎡以下 300～499㎡ 500～749㎡ 750～999㎡ 1,000～1,499㎡ 1,500～1,999㎡

2,000～2,999㎡ 3,000～4,999㎡ 5,000～7,499㎡ 7,500～9,999㎡ 10,000～14,999㎡ 15,000～19,999㎡

20,000～29,999㎡ 30,000～39,999㎡ 40,000～49,999㎡ 50,000㎡以上

床面積（施設類型別）（n=2,521）
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 ◇建築物の類型１～６のサンプル及び総数の床面積別の詳細数 

 
 
  

総数
(n=2,521)

1.物流施設
(n=191)

2.生産施設
(n=264)

3.運動施設
(n=36)

4.業務施設
(n=532)

5.商業施設
(n=140)

6.共同住宅
(n=291)

299㎡以下 354 28 16 2 87 44 26

14.0% 14.7% 6.1% 5.6% 16.4% 31.4% 8.9%

300～499㎡ 191 8 17 2 41 8 29

7.6% 4.2% 6.4% 5.6% 7.7% 5.7% 10.0%

500～749㎡ 188 6 11 1 61 11 20

7.5% 3.1% 4.2% 2.8% 11.5% 7.9% 6.9%

750～999㎡ 210 13 15 3 43 9 19

8.3% 6.8% 5.7% 8.3% 8.1% 6.4% 6.5%

1,000～1,499㎡ 231 10 26 6 34 26 33

9.2% 5.2% 9.8% 16.7% 6.4% 18.6% 11.3%

1,500～1,999㎡ 168 2 14 4 38 10 28

6.7% 1.0% 5.3% 11.1% 7.1% 7.1% 9.6%

2,000～2,999㎡ 220 10 33 6 43 7 39

8.7% 5.2% 12.5% 16.7% 8.1% 5.0% 13.4%

3,000～4,999㎡ 293 24 42 5 52 7 32

11.6% 12.6% 15.9% 13.9% 9.8% 5.0% 11.0%

5,000～7,499㎡ 193 4 29 1 43 5 22

7.7% 2.1% 11.0% 2.8% 8.1% 3.6% 7.6%

7,500～9,999㎡ 123 10 15 1 19 4 14

4.9% 5.2% 5.7% 2.8% 3.6% 2.9% 4.8%

10,000～14,999㎡ 124 17 21 2 25 2 12

4.9% 8.9% 8.0% 5.6% 4.7% 1.4% 4.1%

15,000～19,999㎡ 63 12 11 1 10 1 7

2.5% 6.3% 4.2% 2.8% 1.9% 0.7% 2.4%

20,000～29,999㎡ 75 18 6 2 18 3 4

3.0% 9.4% 2.3% 5.6% 3.4% 2.1% 1.4%

30,000～39,999㎡ 31 7 5 0 4 0 0

1.2% 3.7% 1.9% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0%

40,000～49,999㎡ 19 3 0 0 10 0 3

0.8% 1.6% 0.0% 0.0% 1.9% 0.0% 1.0%

50,000㎡以上 38 19 3 0 4 3 3

1.5% 9.9% 1.1% 0.0% 0.8% 2.1% 1.0%
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 ◇建築物の類型７～１２及びその他のサンプルの床面積別の詳細数 

 
 
  

総数
(n=2,521)

7.教育施設
(n=208)

8.専門的教育・
研究施設
(n=93)

9.宿泊施設
(n=75)

10.医療施設
(n=121)

11.福祉・厚生施
設
(n=318)

12.文化・交流・
公益施設
(n=203)

16その他
(n=49)

299㎡以下 354 18 4 4 17 39 46 23

14.0% 8.7% 4.3% 5.3% 14.0% 12.3% 22.7% 46.9%

300～499㎡ 191 6 3 3 10 36 23 5

7.6% 2.9% 3.2% 4.0% 8.3% 11.3% 11.3% 10.2%

500～749㎡ 188 20 3 1 7 31 13 3

7.5% 9.6% 3.2% 1.3% 5.8% 9.7% 6.4% 6.1%

750～999㎡ 210 12 5 2 4 63 17 5

8.3% 5.8% 5.4% 2.7% 3.3% 19.8% 8.4% 10.2%

1,000～1,499㎡ 231 14 6 2 7 44 21 2

9.2% 6.7% 6.5% 2.7% 5.8% 13.8% 10.3% 4.1%

1,500～1,999㎡ 168 22 8 7 3 19 12 1

6.7% 10.6% 8.6% 9.3% 2.5% 6.0% 5.9% 2.0%

2,000～2,999㎡ 220 16 5 9 6 30 16 0

8.7% 7.7% 5.4% 12.0% 5.0% 9.4% 7.9% 0.0%

3,000～4,999㎡ 293 27 13 11 16 33 28 3

11.6% 13.0% 14.0% 14.7% 13.2% 10.4% 13.8% 6.1%

5,000～7,499㎡ 193 24 10 15 14 13 11 2

7.7% 11.5% 10.8% 20.0% 11.6% 4.1% 5.4% 4.1%

7,500～9,999㎡ 123 25 7 7 3 8 9 1

4.9% 12.0% 7.5% 9.3% 2.5% 2.5% 4.4% 2.0%

10,000～14,999㎡ 124 15 11 6 9 1 3 0

4.9% 7.2% 11.8% 8.0% 7.4% 0.3% 1.5% 0.0%

15,000～19,999㎡ 63 7 5 3 4 0 2 0

2.5% 3.4% 5.4% 4.0% 3.3% 0.0% 1.0% 0.0%

20,000～29,999㎡ 75 2 7 0 8 1 2 4

3.0% 1.0% 7.5% 0.0% 6.6% 0.3% 1.0% 8.2%

30,000～39,999㎡ 31 0 3 3 9 0 0 0

1.2% 0.0% 3.2% 4.0% 7.4% 0.0% 0.0% 0.0%

40,000～49,999㎡ 19 0 2 1 0 0 0 0

0.8% 0.0% 2.2% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

50,000㎡以上 38 0 1 1 4 0 0 0

1.5% 0.0% 1.1% 1.3% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0%
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◇単一用途の建築物のサンプルの基礎形式の割合 

 
  

801
(31.8%)

42
(22.0%)

92
(34.8%)

9
(25.0%)

172
(32.3%)

55
(39.3%)

67
(23.0%)

53
(25.5%)

27
(29.0%)

26
(34.7%)

37
(30.6%)

117
(36.8%)

70
(34.5%)

34
(69.4%)

1,077
(42.7%)

104
(54.5%)

100
(37.9%)

18
(50.0%)

245
(46.1%)

54
(38.6%)

162
(55.7%)

86
(41.3%)

51
(54.8%)

42
(56.0%)

45
(37.2%)

94
(29.6%)

68
(33.5%)

8
(16.3%)

493
(19.6%)

39
(20.4%)

65
(24.6%)

6
(16.7%)

92
(17.3%)

26
(18.6%)

51
(17.5%)

40
(19.2%)

6
(6.5%)

4
(5.3%)

33
(27.3%)

88
(27.7%)

38
(18.7%)

5
(10.2%)

16
(0.6%)

1
(0.5%)

2
(0.8%)

1
(2.8%)

4
(0.8%)

2
(1.4%)

1
(0.3%)

1
(1.1%)

1
(1.3%)

1
(0.8%)

1
(0.3%)

1
(0.5%)

134
(5.3%)

5
(2.6%)

5
(1.9%)

2
(5.6%)

19
(3.6%)

3
(2.1%)

10
(3.4%)

29
(13.9%)

8
(8.6%)

2
(2.7%)

5
(4.1%)

18
(5.7%)

26
(12.8%)

2
(4.1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=2,521)

1.物流施設
(n=191)

2.生産施設
(n=264)

3.運動施設
(n=36)

4.業務施設
(n=532)

5.商業施設
(n=140)

6.共同住宅
(n=291)

7.教育施設
(n=208)

8.専門的教育・研究施設
(n=93)

9.宿泊施設
(n=75)

10.医療施設
(n=121)

11.福祉・厚生施設
(n=318)

12.文化・交流・公益施設
(n=203)

16その他
(n=49)

直接基礎 杭基礎 地盤改良 その他 設備設計事務所であるため、受託している

業務の範囲外であり判らない

基礎形式（施設類型別）（n=2,521）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの工事監理等業務の実施状況の割合 

 
  

63
(3.5%)

4
(3.1%)

5
(2.6%)

2
(8.3%)

13
(3.4%)

1
(1.0%)

3
(1.6%)

7
(5.2%)

4
(5.3%)

5
(7.9%)

8
(8.5%)

1
(0.4%)

8
(5.8%)

2
(4.8%)

1,753
(96.5%)

124
(96.9%)

186
(97.4%)

22
(91.7%)

368
(96.6%)

100
(99.0%)

190
(98.4%)

128
(94.8%)

72
(94.7%)

58
(92.1%)

86
(91.5%)

250
(99.6%)

129
(94.2%)

40
(95.2%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=1,816)

1.物流施設
(n=128)

2.生産施設
(n=191)

3.運動施設
(n=24)

4.業務施設
(n=381)

5.商業施設
(n=101)

6.共同住宅
(n=193)

7.教育施設
(n=135)

8.専門的教育・研究施設
(n=76)

9.宿泊施設
(n=63)

10.医療施設
(n=94)

11.福祉・厚生施設
(n=251)

12.文化・交流・公益施設
(n=137)

16その他
(n=42)

工事現場に常駐した 工事現場に常駐していない

工事監理等業務の実施状況（施設類型別）（n=1,816）



 

 

第
４  

参
考
資
料
２ 

設
計
業
務
及
び
工
事
監
理
等 

業
務
に
係
る
実
態
調
査
に
つ
い
て 

162 

 ◇単一用途の建築物のサンプルの定例会の出席回数の割合 
 （定例会（月例、週例及び分科会等を含む）への月あたりの平均回数） 

 
  

160
(9.1%)

22
(17.7%)

20
(10.8%)

4
(18.2%)

33
(9.0%)

11
(11.0%)

19
(10.0%)

7
(5.5%)

3
(4.2%)

7
(12.1%)

4
(4.7%)

10
(4.0%)

8
(6.2%)

12
(30.0%)

445
(25.4%)

34
(27.4%)

52
(28.0%)

6
(27.3%)

89
(24.2%)

20
(20.0%)

54
(28.4%)

28
(21.9%)

17
(23.6%)

11
(19.0%)

15
(17.4%)

72
(28.8%)

34
(26.4%)

13
(32.5%)

95
(5.4%)

10
(8.1%)

12
(6.5%)

27
(7.3%)

4
(4.0%)

5
(2.6%)

8
(6.3%)

2
(3.4%)

3
(3.5%)

14
(5.6%)

8
(6.2%)

2
(5.0%)

653
(37.3%)

37
(29.8%)

65
(34.9%)

10
(45.5%)

126
(34.2%)

38
(38.0%)

69
(36.3%)

58
(45.3%)

30
(41.7%)

23
(39.7%)

41
(47.7%)

101
(40.4%)

49
(38.0%)

6
(15.0%)

347
(19.8%)

16
(12.9%)

33
(17.7%)

2
(9.1%)

87
(23.6%)

24
(24.0%)

34
(17.9%)

24
(18.8%)

22
(30.6%)

15
(25.9%)

17
(19.8%)

44
(17.6%)

25
(19.4%)

4
(10.0%)

53
(3.0%)

5
(4.0%)

4
(2.2%)

6
(1.6%)

3
(3.0%)

9
(4.7%)

3
(2.3%)

6
(7.0%)

9
(3.6%)

5
(3.9%)

3
(7.5%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=1,753)

1.物流施設
(n=124)

2.生産施設
(n=186)

3.運動施設
(n=22)

4.業務施設
(n=368)

5.商業施設
(n=100)

6.共同住宅
(n=190)

7.教育施設
(n=128)

8.専門的教育・研究施設
(n=72)

9.宿泊施設
(n=58)

10.医療施設
(n=86)

11.福祉・厚生施設
(n=250)

12.文化・交流・公益施設
(n=129)

16その他
(n=40)

1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答

定例会の出席回数（施設類型別）（n=1,753）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの立会い確認の回数の割合 
 （工事が設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認するため、立会いによる確認を行うため

に工事現場に出向いた回数の合計） 

 

606
(34.6%)

56
(45.2%)

66
(35.5%)

4
(18.2%)

134
(36.4%)

52
(52.0%)

66
(34.7%)

32
(25.0%)

16
(22.2%)

7
(12.1%)

22
(25.6%)

93
(37.2%)

44
(34.1%)

14
(35.0%)

426
(24.3%)

32
(25.8%)

55
(29.6%)

9
(40.9%)

74
(20.1%)

14
(14.0%)

45
(23.7%)

26
(20.3%)

11
(15.3%)

13
(22.4%)

28
(32.6%)

74
(29.6%)

29
(22.5%)

16
(40.0%)

245
(14.0%)

19
(15.3%)

26
(14.0%)

2
(9.1%)

48
(13.0%)

16
(16.0%)

25
(13.2%)

17
(13.3%)

13
(18.1%)

12
(20.7%)

9
(10.5%)

35
(14.0%)

17
(13.2%)

6
(15.0%)

138
(7.9%)

6
(4.8%)

11
(5.9%)

3
(13.6%)

28
(7.6%)

5
(5.0%)

21
(11.1%)

13
(10.2%)

8
(11.1%)

4
(6.9%)

6
(7.0%)

19
(7.6%)

12
(9.3%)

2
(5.0%)

106
(6.0%)

15
(8.1%)

1
(4.5%)

23
(6.3%)

6
(3.2%)

9
(7.0%)

7
(9.7%)

10
(17.2%)

6
(7.0%)

12
(4.8%)

8
(6.2%)

6
(3.2%)

2
(9.1%)

16
(4.3%)

8
(6.3%)

3
(4.2%)

4
(4.0%)

6
(3.2%)

5
(3.9%)

4
(5.6%)

2
(3.4%)

1
(4.5%)

4
(5.6%)

4
(6.9%)

74
(4.2%)

22
(6.0%)

9
(4.7%)

12
(9.4%)

4
(5.6%)

4
(6.9%)

11
(12.8%)

4
(3.1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=1,753)

1.物流施設
(n=124)

2.生産施設
(n=186)

3.運動施設
(n=22)

4.業務施設
(n=368)

5.商業施設
(n=100)

6.共同住宅
(n=190)

7.教育施設
(n=128)

8.専門的教育・研究施設
(n=72)

9.宿泊施設
(n=58)

10.医療施設
(n=86)

11.福祉・厚生施設
(n=250)

12.文化・交流・公益施設
(n=129)

16その他
(n=40)

1～20回未満 20～40回未満 40～60回未満 60～80回未満

80～100回未満 100～120回未満 120～140回未満 140～160回未満

160～180回未満 180～200回未満 200回以上 無回答

立会い確認の回数（施設類型別）（n=1,753）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの現場外での立会い確認の実施の割合 

 
  

1,313
(72.3%)

100
(78.1%)

156
(81.7%)

22
(91.7%)

306
(80.3%)

64
(63.4%)

89
(46.1%)

101
(74.8%)

56
(73.7%)

52
(82.5%)

69
(73.4%)

159
(63.3%)

111
(81.0%)

28
(66.7%)

503
(27.7%)

28
(21.9%)

35
(18.3%)

2
(8.3%)

75
(19.7%)

37
(36.6%)

104
(53.9%)

34
(25.2%)

20
(26.3%)

11
(17.5%)

25
(26.6%)

92
(36.7%)

26
(19.0%)

14
(33.3%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=1,816)

1.物流施設
(n=128)

2.生産施設
(n=191)

3.運動施設
(n=24)

4.業務施設
(n=381)

5.商業施設
(n=101)

6.共同住宅
(n=193)

7.教育施設
(n=135)

8.専門的教育・研究施設
(n=76)

9.宿泊施設
(n=63)

10.医療施設
(n=94)

11.福祉・厚生施設
(n=251)

12.文化・交流・公益施設
(n=137)

16その他
(n=42)

実施した 実施していない

現場外での立会い確認の実施（施設類型別）（n=1,816）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの現場外での立会い確認の回数の割合 

 
  

286
(21.8%)

30
(30.0%)

45
(28.8%)

4
(18.2%)

54
(17.6%)

12
(18.8%)

19
(21.3%)

17
(16.8%)

3
(5.4%)

7
(13.5%)

11
(15.9%)

60
(37.7%)

19
(17.1%)

5
(17.9%)

242
(18.4%)

11
(11.0%)

25
(16.0%)

4
(18.2%)

51
(16.7%)

16
(25.0%)

15
(16.9%)

22
(21.8%)

4
(7.1%)

8
(15.4%)

12
(17.4%)

39
(24.5%)

26
(23.4%)

9
(32.1%)

145
(11.0%)

8
(8.0%)

22
(14.1%)

3
(13.6%)

33
(10.8%)

8
(12.5%)

13
(14.6%)

10
(9.9%)

6
(10.7%)

7
(13.5%)

9
(13.0%)

15
(9.4%)

9
(8.1%)

2
(7.1%)

85
(6.5%)

5
(5.0%)

16
(10.3%)

1
(4.5%)

13
(4.2%)

6
(9.4%)

7
(7.9%)

7
(6.9%)

7
(12.5%)

1
(1.9%)

2
(2.9%)

9
(5.7%)

9
(8.1%)

2
(7.1%)

541
(41.2%)

46
(46.0%)

48
(30.8%)

10
(45.5%)

152
(49.7%)

21
(32.8%)

29
(32.6%)

45
(44.6%)

36
(64.3%)

29
(55.8%)

35
(50.7%)

34
(21.4%)

47
(42.3%)

9
(32.1%)

14
(1.1%)

3
(1.0%)

1
(1.6%)

6
(6.7%)

2
(1.3%)

1
(0.9%)

1
(3.6%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=1,313)

1.物流施設
(n=100)

2.生産施設
(n=156)

3.運動施設
(n=22)

4.業務施設
(n=306)

5.商業施設
(n=64)

6.共同住宅
(n=89)

7.教育施設
(n=101)

8.専門的教育・研究施設
(n=56)

9.宿泊施設
(n=52)

10.医療施設
(n=69)

11.福祉・厚生施設
(n=159)

12.文化・交流・公益施設
(n=111)

16その他
(n=28)

1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答

現場外での立会い確認の回数（施設類型別）（n=1,313）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの工事監理等を実施した工事の工区数の割合 

 
  

1,282
(70.6%)

70
(54.7%)

127
(66.5%)

14
(58.3%)

297
(78.0%)

81
(80.2%)

149
(77.2%)

71
(52.6%)

45
(59.2%)

45
(71.4%)

57
(60.6%)

190
(75.7%)

102
(74.5%)

34
(81.0%)

223
(12.3%)

10
(7.8%)

22
(11.5%)

7
(29.2%)

36
(9.4%)

9
(8.9%)

26
(13.5%)

24
(17.8%)

15
(19.7%)

7
(11.1%)

15
(16.0%)

33
(13.1%)

15
(10.9%)

4
(9.5%)

102
(5.6%)

8
(6.3%)

13
(6.8%)

0
(0.0%)

23
(6.0%)

3
(3.0%)

7
(3.6%)

15
(11.1%)

3
(4.8%)

8
(8.5%)

13
(5.2%)

7
(5.1%)

2
(4.8%)

72
(4.0%)

7
(5.5%)

12
(6.3%)

13
(3.4%)

2
(2.0%)

3
(1.6%)

10
(7.4%)

7
(9.2%)

3
(3.2%)

7
(2.8%)

7
(5.1%)

1
(2.4%)

137
(7.5%)

33
(25.8%)

17
(8.9%)

3
(12.5%)

12
(3.1%)

6
(5.9%)

8
(4.1%)

15
(11.1%)

9
(11.8%)

8
(12.7%)

11
(11.7%)

8
(3.2%)

6
(4.4%)

1
(2.4%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=1,816)

1.物流施設
(n=128)

2.生産施設
(n=191)

3.運動施設
(n=24)

4.業務施設
(n=381)

5.商業施設
(n=101)

6.共同住宅
(n=193)

7.教育施設
(n=135)

8.専門的教育・研究施設
(n=76)

9.宿泊施設
(n=63)

10.医療施設
(n=94)

11.福祉・厚生施設
(n=251)

12.文化・交流・公益施設
(n=137)

16その他
(n=42)

1工区 2工区 3工区 4工区 5工区以上

工事の工区数（施設類型別）（n=1,816）
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 ◇単一用途の建築物のサンプルの工事監理等業務の実施期間の割合 

 

42
(2.3%)

11
(8.6%)

4
(2.1%)

6
(1.6%)

9
(8.9%)

4
(1.6%)

2
(1.5%)

5
(11.9%)

261
(14.4%)

24
(18.8%)

27
(14.1%)

2
(8.3%)

57
(15.0%)

26
(25.7%)

15
(7.8%)

9
(6.7%)

3
(4.8%)

12
(12.8%)

56
(22.3%)

17
(12.4%)

12
(28.6%)

411
(22.6%)

23
(18.0%)

55
(28.8%)

8
(33.3%)

84
(22.0%)

28
(27.7%)

39
(20.2%)

26
(19.3%)

4
(5.3%)

3
(4.8%)

17
(18.1%)

89
(35.5%)

24
(17.5%)

11
(26.2%)

366
(20.2%)

36
(28.1%)

66
(34.6%)

3
(12.5%)

59
(15.5%)

19
(18.8%)

43
(22.3%)

23
(17.0%)

14
(18.4%)

8
(12.7%)

15
(16.0%)

54
(21.5%)

24
(17.5%)

2
(4.8%)

216
(11.9%)

22
(17.2%)

21
(11.0%)

2
(8.3%)

40
(10.5%)

5
(5.0%)

37
(19.2%)

19
(14.1%)

11
(14.5%)

16
(25.4%)

8
(8.5%)

21
(8.4%)

13
(9.5%)

174
(9.6%)

10
(7.8%)

5
(2.6%)

2
(8.3%)

42
(11.0%)

6
(5.9%)

16
(8.3%)

24
(17.8%)

13
(17.1%)

11
(17.5%)

8
(8.5%)

16
(6.4%)

17
(12.4%)

4
(9.5%)

126
(6.9%)

3
(12.5%)

35
(9.2%)

5
(5.0%)

17
(8.8%)

13
(9.6%)

6
(7.9%)

8
(12.7%)

11
(11.7%)

11
(8.0%)

5
(11.9%)

83
(4.6%)

1
(4.2%)

20
(5.2%)

11
(5.7%)

6
(4.4%)

16
(21.1%)

8
(12.7%)

7
(7.4%)

9
(6.6%)

3
(4.8%)

10
(7.3%)

3
(3.9%)

4
(4.3%)

5
(3.6%)

2
(8.3%)

19
(5.0%)

6
(3.1%)

5
(3.7%)

3
(3.9%)

2
(4.8%)

4
(4.3%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=1,816)

1.物流施設
(n=128)

2.生産施設
(n=191)

3.運動施設
(n=24)

4.業務施設
(n=381)

5.商業施設
(n=101)

6.共同住宅
(n=193)

7.教育施設
(n=135)

8.専門的教育・研究施設
(n=76)

9.宿泊施設
(n=63)

10.医療施設
(n=94)

11.福祉・厚生施設
(n=251)

12.文化・交流・公益施設
(n=137)

16その他
(n=42)

100日未満 100～200日未満 200～300日未満 300～400日未満
400～500日未満 500～600日未満 600～700日未満 700～800日未満
800～900日未満 900～1000日未満 1000～1500日未満 1500～2000日未満
2000～2500日未満 2500日以上

工事監理等業務の実施期間(n=1,816)
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③複合建築物のサンプルについて 

 ◇複合建築物のサンプルの構造の割合 

 
 ◇複合建築物のサンプルの階数の割合 

 
◇複合建築物のサンプルの床面積の割合 

 

85
(25.4%)

8
(2.4%)

163
(48.7%)

50
(14.9%)

29
(8.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

構造(n=335)

RC造 SRC造 S造 木造 その他（混構造等）

36
(10.7%)

99
(29.6%)

109
(32.5%)

36
(10.7%)

46
(13.7%)

9
(2.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

階数(n=335)

1階 2階 3～5階 6～10階 11～30階 31階以上

144
(43.0%)

67
(20.0%)

67
(20.0%)

56
(16.7%)

56
(16.7%)

26
(7.8%)

52
(15.5%)

54
(16.1%)

39
(11.6%)

16
(4.8%)

33
(9.9%)

12
(3.6%)

12
(3.6%)

7
(2.1%)

6
(1.8%)

14
(4.2%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

床面積(n=335)

300㎡未満 300～500㎡未満 500～750㎡未満 750～1,000㎡未満

1,000～1,500㎡未満 1,500～2,000㎡未満 2,000～3,000㎡未満 3,000～5,000㎡未満

5,000～7,500㎡未満 7,500～10,000㎡未満 10,000～15,000㎡未満 15,000～20,000㎡未満

20,000～30,000㎡未満 30,000～40,000㎡未満 40,000～50,000未満 50,000㎡以上
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◇複合建築物のサンプルの基礎形式の割合 

◇複合建築物のサンプルの工事監理等業務の実施状況の割合 

◇複合建築物のサンプルの定例会の出席回数の割合 
（定例会（月例、週例及び分科会等を含む）への月あたりの平均回数） 

 

  

90
(26.9%)

169
(50.4%)

53
(15.8%)

3
(0.9%)

20
(6.0%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

基礎形式(n=335)

直接基礎 杭基礎 地盤改良 その他 設備設計事務所であるため、受託している

業務の範囲外であり判らない

20
(7.3%)

255
(92.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工事監理等業務の実施状況(n=275)

工事現場に常駐した 工事現場に常駐していない

31
(12.2%)

64
(25.1%)

21
(8.2%)

79
(31.0%)

56
(22.0%)

4
(1.6%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定例会の出席回数(n=255)

1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答
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◇複合建築物のサンプルの立会い確認の回数の割合 
（工事が設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認するため、立会いによる確認を行うため

に工事現場に出向いた回数の合計） 

◇複合建築物のサンプルの現場外での立会い確認の実施の割合 

◇複合建築物のサンプルの現場外での立会い確認の回数の割合 

  

69
(27.1%)

77
(30.2%)

36
(14.1%)

18
(7.1%)

7
(2.7%)

12
(4.7%)

8
(3.1%)

3
(1.2%)

3
(1.2%)

5
(2.0%)

17
(6.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

立会い確認の回数(n=255)

1～20回未満 20～40回未満 40～60回未満 60～80回未満
80～100回未満 100～120回未満 120～140回未満 140～160回未満
160～180回未満 180～200回未満 200回以上

192
(69.8%)

83
(30.2%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現場外での立会い確認の実施(n=275)

実施した 実施していない

30
(15.6%)

36
(18.8%)

24
(12.5%)

11
(5.7%)

90
(46.9%)

1
(0.5%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現場外での立会い確認の回数(n=192)

1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答
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◇複合建築物のサンプルの工事監理等を実施した工事の工区数の割合 

◇複合建築物のサンプルの工事監理等業務の実施期間の割合 

  

175
(63.6%)

47
(17.1%)

22
(8.0%)

9
(3.3%)

22
(8.0%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工事の工区数(n=275)

1工区 2工区 3工区 4工区 5工区以上

1
(0.4%)

22
(8.0%)

40
(14.5%)

40
(14.5%)

38
(13.8%)

27
(9.8%)

43
(15.6%)

11
(4.0%)

22
(8.0%)

8
(2.9%)

17
(6.2%)

4
(1.5%)

1
(0.4%)

1
(0.4%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工事監理等業務の実施期間(n=275)

100日未満 100～200日未満 200～300日未満 300～400日未満

400～500日未満 500～600日未満 600～700日未満 700～800日未満

800～900日未満 900～1000日未満 1000～1500日未満 1500～2000日未満

2000～2500日未満 2500日以上 不明
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④戸建住宅のサンプルについて 

 ◇戸建住宅のサンプルの構造の割合 

 ◇戸建住宅のサンプルの階数の割合 

◇戸建住宅のサンプルの床面積の割合 

60
(9.9%)

56
(22.7%)

2
(1.0%)

2
(1.2%)

17
(2.8%)

16
(6.5%)

1
(0.5%)

491
(80.8%)

151
(61.1%)

174
(90.6%)

164
(98.2%)

2
(100.0%)

21
(3.5%)

7
(2.8%)

13
(6.8%)

1
(0.6%)

19
(3.1%)

17
(6.9%)

2
(1.0%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=608)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=247)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=192)

15.その他の戸建住宅
(n=167)

16その他
(n=2)

RC造 SRC造 S造 木造（在来軸組工法） 木造（在来軸組工法を除く） その他（混構造等）

構造（施設類型別）(n=608)

135
(22.2%)

45
(18.2%)

48
(25.0%)

42
(25.1%)

276
(45.4%)

98
(39.7%)

86
(44.8%)

90
(53.9%)

2
(100.0%)

102
(16.8%)

46
(18.6%)

31
(16.1%)

25
(15.0%)

60
(9.9%)

32
(13.0%)

21
(10.9%)

7
(4.2%)

35
(5.8%)

26
(10.5%)

6
(3.1%)

3
(1.8%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=608)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=247)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=192)

15.その他の戸建住宅
(n=167)

16その他
(n=2)

100㎡未満 100～150㎡未満 150～200㎡未満 200～300㎡未満 300㎡以上

床面積（施設類型別）(n=608)

123
(20.2%)

38
(15.4%)

44
(22.9%)

41
(24.6%)

408
(67.1%)

138
(55.9%)

146
(76.0%)

122
(73.1%)

2
(100.0%)

77
(12.7%)

71
(28.7%)

2
(1.0%)

4
(2.4%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数
(n=608)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=247)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=192)

15.その他の戸建住宅
(n=167)

16その他
(n=2)

1階 2階 3階以上

階数（施設類型別）(n=608)
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◇戸建住宅のサンプルの工事監理等業務の実施状況の割合 

◇戸建住宅のサンプルの立会い確認の回数の割合 

（工事が設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認するため、立会いによる確認を行うため

に工事現場に出向いた回数の合計） 

◇戸建住宅のサンプルの工事監理等業務の実施期間の割合 

 

4
(0.9%)

1
(0.5%)

1
(0.6%)

2
(1.6%)

465
(99.1%)

184
(99.5%)

159
(99.4%)

122
(98.4%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=469)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=185)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=160)

15.その他の戸建住宅
(n=124)

工事現場に常駐した 工事現場に常駐していない

工事監理等業務の実施状況（施設類型別）(n=469)

15
(3.2%)

10
(5.4%)

1
(0.6%)

4
(3.2%)

101
(21.5%)

25
(13.5%)

30
(18.8%)

46
(37.1%)

162
(34.5%)

50
(27.0%)

65
(40.6%)

47
(37.9%)

88
(18.8%)

31
(16.8%)

42
(26.3%)

15
(12.1%)

47
(10.0%)

28
(15.1%)

13
(8.1%)

6
(4.8%)

23
(4.9%)

17
(9.2%)

5
(3.1%)

1
(0.8%)

9
(1.9%)

7
(3.8%)

2
(1.3%)

24
(5.1%)

17
(9.2%)

2
(1.3%)

5
(4.0%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=469)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=185)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=160)

15.その他の戸建住宅
(n=124)

100日未満 100～150日未満 150～200日未満 200日～250日未満

250日～300日未満 300日～350日未満 350日～400日未満 400日以上

工事監理等業務の実施期間(n=469)

228
(49.0%)

95
(51.6%)

69
(43.4%)

64
(52.5%)

163
(35.1%)

50
(27.2%)

72
(45.3%)

41
(33.6%)

42
(9.0%)

23
(12.5%)

13
(8.2%)

6
(4.9%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

(n=465)

13.戸建住宅（詳細設計及び
構造計算を必要とするもの）

(n=184)

14.戸建住宅（詳細設計を
必要とするもの）

(n=159)

15.その他の戸建住宅
(n=122)

1～20回未満 20～40回未満 40～60回未満 60～80回未満 80～100回未満 100～120回未満

120～140回未満 140～160回未満 160～180回未満 180～200回未満 200回以上 無回答

立会い確認の回数（施設類型別）(n=465)
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